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14．勘定間の相殺された債権と債務及び勘定相互間の損益取引に係る費用と収益の内訳
\ 各勘定間の債権、債務の相殺取引の明細
該当ございません。

] 各勘定間の収益、費用の相殺取引の明細
事業管理収入
一般勘定 8¶491¶643円
事業管理費
試験勘定 8¶491¶643円

15．勘定間の相殺されたキャッシュ・フローの内訳
該当ございません。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年 11月 12日

日本放送協会 営業局長 松原 洋一
１ 競争入札に付する事項
\ 件名
{ 放送受信料の契約・収納業務
（東京都 世田谷区の一部）一式

| 放送受信料の契約・収納業務
（神奈川県 川崎市高津区、多摩区の一
部）一式

} 放送受信料の契約・収納業務
（埼玉県 朝霞市の一部、志木市、和光
市、富士見市）一式

~ 放送受信料の契約・収納業務
（兵庫県 神戸市東灘区、灘区）一式

� 放送受信料の契約・収納業務
（滋賀県 大津市）一式

� 放送受信料の契約・収納業務
（愛知県 名古屋市緑区、大府市、豊明
市）一式

‚ 放送受信料の契約・収納業務
（沖縄県 那覇市の一部、宜野湾市、浦
添市）一式

] 仕様等 仕様書のとおり
^ 契約期間
平成26年２月１日から平成29年５月31日ま
での間。

_ 履行場所 仕様書のとおり
` 入札方法
入札に参加する者（以下「入札参加者」と
いう。）は、入札金額を記載した書類（以下「入
札書」という。）および総合評価のための事業
運営の具体的な方法、業務の質の確保の方法
等に関する書類（以下「企画提案書」という。）

を提出すること。入札参加者が提出する入札
書に記載する入札金額は、対象地区内の各放
送局・センターの要求水準を達成するために
企画提案した施策を実施するために必要とな
る設備、人材、機材等について、民間事業者
自らの費用負担によりこれを準備することと
し、これらの費用および付随する事務費その
他一切の諸経費を含めた契約金額を見積もる
こととし、記載すること。（この場合、消費税
等に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった経費の105分の100

に相当する金額を記載すること。）併せて、経
費の積算内訳書を添付すること。
なお、上記１\{「東京都世田谷区の一部」、

|「神奈川県川崎市高津区、多摩区の一部」、
}「埼玉県朝霞市の一部、志木市、和光市、
富士見市」の３地区のうち、いずれか１つ以
上の地区に入札する場合、また~「兵庫県神
戸市東灘区、灘区」、�「滋賀県大津市」の
２地区のうち、いずれか１つ以上の地区に入
札する場合は、「入札参加地区」、「受託希望順
位」、「同時受託可能地区数」について、入札
説明会で配付するそれぞれの別途指定用紙で
提出すること。なお、「同時受託可能地区数」
については、企画提案書への記載やプレゼン
テーションでの表明等を必要に応じて行うこ
と。ただし、「受託希望順位」については、指
定の用紙以外のいずれの提出書類等にも記載
しないこと。またプレゼンテーションでの表
明も行わないこと。

２ 入札に参加する者に必要な資格
\ 当該契約を締結する能力を有する者（未成
年者、被保佐人または被補助人であっても、
契約締結のために必要な同意を得ている者を
含む。）および、破産者のうち復権を得ている
者。

] 次のいずれにも該当しない者。ただし、そ
の事実があった後２年を経過している者を除
く。
{ ＮＨＫの調査にあたり、虚偽の申告をし
たと認められる者

| 入札または見積もりにあたり、談合を行
い、ＮＨＫに不利益を及ぼしたと認められ
る者

} 契約の履行にあたり、故意に役務を乱雑
にし、または役務の品質・提供量につき、
不正の行為があったと認められる者

~ 法令等の違反行為により、刑事上または
行政上の処分を受けた者、または法令等違
反行為・不正行為・企業倫理に反する行為
等により、著しく社会的信用を失墜させて
いる者

� 落札者が契約を結ぶことまたは契約者が
契約を履行することを妨げた者

� 監督または検査の実施にあたり職員の職
務の執行を妨げた者

‚ 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
た者

ƒ 契約の履行にあたり、債務不履行等によ
る契約の解除事由が存することが認められ
たため、ＮＨＫから入札への参加を禁止さ
れている期間中の者

„ 前各号のいずれかに該当する事実があっ
た後２年を経過しない者を、契約の履行に
あたり、代表者、役員、代理人、支配人そ
の他の使用人として選任・使用した者

… その代表者、役員、代理人、支配人その
他の使用人、入札説明書別紙「親子会社等
の定義」に該当する法人（その代表者およ
び役員も含む。）、または、主要な株主その
他実質的に法人の全部もしくは一部を支配
する者が、前各号のいずれかに該当する者

３ 入札説明書等の交付期間および方法

\ 交付期間 平成25年11月12日（火）９時30

分～平成25年11月22日（金）17時00分

] 交付方法 ＮＨＫホームページからダウン

ロードする。なお、入札説明会へ参加する者

には、入札説明会場でも交付する。

^ 放送法第64条および日本放送協会放送受信
規約に基づき放送受信契約の締結が済んでい
る者、かつ、受信料の未納がない者であるこ
と。

_ 当該業務に、放送法第64条および日本放送
協会放送受信規約に基づき放送受信契約の締
結が済んでいる者、かつ、受信料の未納がな
い者を従事させることができる者であるこ
と。

` 法人税および消費税等の滞納がない者であ

ること。

a 実施要項の策定に携わった法人または個人

でないこと。

b 評価委員会の委員が属する企業またはその

企業の子会社および関連会社ならびにそれら

の企業の役員および従業員でないこと。

※子会社とは、ある企業に議決権の過半数を

実質的に所有されている等の支配されてい

る会社をいう。関連会社とは、ある企業に

議決権の20％を実質的に所有されている等

の重要な影響を受けている会社をいう。

c ＮＨＫから指名停止の措置を受けている期

間中の者でないこと。

d 次のいずれにも該当しない者。

{ 暴力団、暴力団員、準構成員、暴力団関

係企業、特殊知能暴力集団その他これらに

準じる者、またはこれらの者と密接な関わ

りを持つ者（以下「反社会的勢力」という。）

| その代表者、役員、代理人、支配人その

他の使用人、入札説明書別紙「親子会社等

の定義」に該当する法人（その代表者、役

員、代理人、支配人その他の使用人も含

む。）、または、主要な株主その他実質的に

法人の全部もしくは一部を支配する者が反

社会的勢力である者

} 自ら、または第三者を利用して、暴力的

な要求行為、法的責任を超える不当な要求

行為、詐術・脅迫的行為、業務妨害行為そ

の他これらに準じる行為を行った者

e 入札説明書別紙「親子会社等の定義」に該

当する法人（子会社同士を含む。）が、上記１

\{～‚の７地区のうち同一地区の入札に参

加していないこと。
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